185　高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書への意見
（主要質問第3「法的拘束力のある文書の枠組み」に関連して）、2026年4月22日

提出者：ルッツ・ライザーリング教授（Ph.D.）
ドイツ、ビーレフェルト大学 (lutz.leisering@uni-bielefeld.de)
ヘルプエイジ・ドイツ元理事。2019年および2020/21年のOEWGA（高齢化に関する期限の定めのない作業部会）第10回および第11回会合におけるヘルプエイジ・ドイツの代表。

1. 法的拘束力のある文書には、具体的な権利、特に社会保障を受ける権利が盛り込まれるべきである。

高齢者は、社会保険、非拠出型年金、および尊厳ある生活に必要なその他の措置（医療、長期ケア、住居、食糧など）を含む、法律に基づく社会保障を受ける権利を持つべきである。

 説明：

高齢者は自身の収入が皆無か、あるいはごくわずかである場合が多く、家族や親族からの支援もますます不安定になっているため、社会保障を受ける権利は特に高齢者にとって極めて重要である。しかし、社会保障を受ける権利は、既存の国連人権文書において十分に規定されていない。 

社会保障を受ける権利は、特に「経済的、社会的および文化的権利に関する国際規約」（ICESCR、第9～12条）において規定が不十分であるが、ほぼ同じ文言を用いている他の、より具体的な人権文書においても同様である[endnoteRef:1]。社会保障に関する第9条（ICESCR）は、同規約の中で最も短い条項であり、基準を定義しておらず、社会保険という一つの制度のみを示している。 その理由は、1946年から1948年にかけて行われた世界人権宣言（UDHR）の交渉において、社会保障は国際労働機関（ILO）の管轄とみなされていたため、社会保障の権利の具体化はILOに委ねられたからである[endnoteRef:2]。社会保障に関する第9条は、健康に関する第11条に比べて、はるかに具体性が低く、抽象的である。  [1:  「女性に対するあらゆる形態の差別撤廃に関する条約」（1979年）：第11条（e）；「児童の権利に関する条約」（1989年）：第26条、第27条；「すべての移民労働者とその家族の権利の保護に関する国際条約」（1990年）：第27条（1）および第61条（3）； 障害者権利条約（2006年）：第28条。]  [2:  Ulrike Davy (2014)『人権が社会的市民権をどのように形成するか：市民権と経済的・社会的権利の理解』「ワシントン大学グローバル・スタディーズ・ロー・レビュー」13、201–363頁を参照。] 


「適切な生活水準」に関する第11条は、適切な生活水準を確保する責任を負う機関を明示していない。これにより、すべての市民に社会保障への個別の権利を付与するのではなく、主に経済成長を通じて生活水準を向上させることに依拠する「開発的解釈」が可能となる。経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（ICESCR）の監視メカニズムに基づく締約国報告書において、実際、1990年代半ばまで開発的解釈が主流であった[endnoteRef:3]。「健康」に関する第11条もまた、責任を負う機関を明示していない。  [3:  Davy (2014)同上参照。Washington University Global Studies Law Review, 13, 201–363.] 


2. 法的拘束力のある文書では、既存の国連人権文書よりも詳細に、社会保障を受ける権利を規定すべきである。

とりわけ重要な規定として、以下の2点が挙げられる：

2.1 給付基準（benefit standards）、少なくとも社会文化的最低基準を明記すべきである。

説明：

経済的、社会的および文化的権利に関する国際規約（ICESCR）第9条は給付水準(benefit levels)について全く言及していないため、給付基準の明示が必要である[endnoteRef:4]。  [4:  「適切性」に関する基準が低いか不明確な点については、障害者権利条約第28条、およびマドリッド国際高齢化行動計画（MIPAA）第50項、第52項も参照のこと。ただし、ILO第102号条約第67条を参照のこと。条件付きでの最低基準については、ICESCR一般的意見第19号（2008年）第59項を参照のこと。「基本的な社会的保障」および（所得保障に関連する）「十分な最低水準」については、MIPAA第52項、第53項を参照のこと。] 


さらに、生活水準に関する第11条は基準に言及しているものの、その表現は曖昧であり、「適切な」基準と規定しているだけで、それ以上の具体化はなく、最低基準すら規定していない。 その理由は、1946年から48年の交渉において、基準に関する合意には至らず、最低保障に関する合意さえ得られなかったためである[endnoteRef:5]。実際、主要な国際機関による現在の文書は、給付基準の定義はおろか、給付水準について曖昧なまま、あるいは言及を避けている一方で、適用範囲の拡大に重点を置く傾向にある[endnoteRef:6]。 [5:  Ulrike Davy (2015)「世界人権宣言の『普遍主義』：合意形成の過程、1946–1948年」を参照。Bettina HeintzおよびBritta Leisering編「世界社会における人権」（フランクフルトおよびニューヨーク：Campus、198–235頁）所収。]  [6:  Lutz Leisering (2020)「国際機関による普遍的な社会的保障の要請：新たなグローバル・コンセンサスの構築」Social Inclusion 8 (1)、90–102 参照。] 


2.2 社会的な現金給付／社会扶助は、社会保障の全体的な枠組みの不可欠な一部として明確に言及されるべきである。これには、高齢者向けの非拠出型年金、いわゆる「社会年金」も含まれる。 

説明：

社会的な現金給付に言及する必要があるのは、ICESCR第9条が社会保険のみを挙げている一方で、その他の可能な手段の選択については開かれたままにしているからである。 

ICESCR第9条に関する一般意見第19号は、「非拠出型制度……または対象を絞った社会扶助制度」を社会保障の権利の一部として位置付けている[endnoteRef:7]。これには高齢者向けのものも含まれる[endnoteRef:8]。しかし、これらの制度は、新たな法的拘束力のある文書において明確に言及される必要がある。 グローバル・サウスでは、社会保険は主に正規部門の労働者に限定されているため、社会現金給付は、社会保障の不可欠かつ比較的新しい構成要素であり、多くの貧困層にとって社会保障の柱となりつつある。 1976年に ICESCR の批准が始まった当時、グローバル・サウスにおける社会的な現金給付は、貧困層への「施し」として大きく信用を失っており、1990年代後半以降に見られる社会的な現金給付の台頭[endnoteRef:9] は、まだ見通せていなかった。  [7:  ICESCR一般的意見第19号（2008年）、パラグラフ4、23を参照。]  [8:  ICESCR一般的意見第19号（2008年）、パラグラフ15を参照。]  [9:  Lutz Leisering (2019) 「社会的現金給付の世界的台頭：国家と国際機関はいかにして貧困対策の新たな手段を構築したか」。オックスフォード：オックスフォード大学出版局。] 


社会的な現金給付の普及に伴い、グローバル・サウス（南半球の途上国）では社会（非拠出型）年金が広まっている[endnoteRef:10]。しかし、こうした年金制度を導入している南半球の国はわずか50％にとどまっており、高齢者に対する社会的な現金給付を人権として確立する必要性が浮き彫りになっている。さらに、社会年金の40％は法的根拠が脆弱であり、法令に基づいたものではない。  [10:  Böger, Tobias and Lutz Leisering (2019) 「普遍主義への新たな道? グローバルサウスの『社会的』年金の広がり、1967–2011」. 国際関係と開発ジャーナル、308-338頁；トビアス・ベーガー、ルッツ・ライザーリング（2017）「高齢者への社会的市民権？ グローバル・サウスにおける社会的年金の社会的質を測定し、その普及を説明する」。社会的保障と労働ディスカッション・ペーパー第1703号、ワシントンDC：世界銀行。 ] 


3. 法的拘束力のある文書には、社会保障制度の実施に関する具体的な規定を含めるべきである。

説明：

ほとんどの人権文書はその実施について言及していないが、特にグローバル・サウスにおいては（ただしそれに限らないが）、社会保障に対する法的権利と現場でのその権利の実現との間にしばしば大きな隔たりがあるため、社会保障の分野において実施は極めて重要である。

法的拘束力のある文書において対処すべき実施上の課題：

すべての年金制度において、受給資格年齢を当該国の平均寿命を大幅に下回る水準に設定し、高齢者が十分な期間、退職後の生活を楽しめるようにすること。
これは、一部の国では受給開始年齢が極めて高く設定されているため、その年齢に達して年金を受給できる高齢者がほとんどいない状況があるので、重要である。

すべての高齢者が、公的および私的年金制度における自身の積立額や受給資格を確認できる、オフラインおよびオンラインの情報システムを構築すること[endnoteRef:11]。 [11:  ICESCR一般的意見第19号（2008年）第26項の、より控えめな表現を参照のこと。] 


科学的根拠に基づき、高齢者の参加を得て、尊厳ある生活に必要な社会文化的最低基準を定める専門機関を設置すること。

ニーズの変化に対応し、社会文化的最低基準を含む社会的保障給付の水準を確保し、定期的に調整するための、法律に基づく監視システムを構築する。

デジタル技術を活用し、遠隔地に住む高齢者が社会的保障にアクセスできるようにする。
社会的保障給付、特に非拠出型年金の未受給率を低減する。この目的のため、各国は福祉の権利に関する啓発キャンペーンを実施する。
（翻訳：佐藤久夫、　　　　）
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